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令和３年５月25日（火曜日）

午前10時32分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和３年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第２号 令和３年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○報告第１号 専決処分の承認を求めることに

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 日 髙 利 夫

副 委 員 長 坂 本 康 郎

委 員 横 田 照 夫

委 員 日 高 博 之

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 佐 藤 雅 洋

委 員 渡 辺 創

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（２人）

議 員 山 下 博 三

議 員 内 田 理 佐

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

福祉保健部次長
小 川 雅 彦

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
和 田 陽 市

（保健･医療担当）

部参事兼福祉保健課長 山 下 栄 次

医 療 薬 務 課 長 牛ノ濱 和 秀

薬 務 対 策 室 長 林 隆一朗

衛 生 管 理 課 長 壹 岐 和 彦

健 康 増 進 課 長 市 成 典 文

感染症対策室長 有 村 公 輔

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 藤 村 正

政策調査課主査 澤 田 彩 子

○日髙委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本委員会に付託されました議案につい

て、福祉保健部長の概要説明を求めます。

○重黒木福祉保健部長 おはようございます。

福祉保健部でございます。本日は新型コロナ対

策ということで御審議をお願いしております。

どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、議案の概要等につきまして御説明

申し上げます。

お手元の厚生常任委員会資料の表紙をおめく

りいただき、目次を御覧ください。

本日の説明事項は、議案１号及び第２号の新

型コロナウイルス感染症対策に関する補正予算

が２件、また、報告第１号としまして本年５月

４日に行いました専決処分の承認を求めるもの

でございます。

議案の説明に入ります前に、新型コロナウイ

ルスの感染状況等につきまして簡単に御説明さ

せていただきます。お手元のクリップ留めの２
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枚紙の資料を御覧いただきたいと思います。

先ほど知事から概略申し上げたことと同様の

内容になりますけれども、本日の感染者数が、

昨日の発表分で５名ということでございます。

その前の日が11名ということでございましたの

で、ここ数日、減少傾向が続いていると考えて

おります。

本日発表分は少し増える報告を受けています

けれども、おおむね全体的には減少してきてい

るということで、早め、早めの対策が、一定の

効果を現してきているのではないかと考えてい

るところでございます。

その下、本県の直近１週間の人口10万人当た

りの新規患者数につきましても、直近の数字

が12.7というところで、緊急事態宣言を発令し

て以降、下がってきているという状況にござい

ます。

資料の２枚目を御覧ください。圏域ごとの人

口10万人当たりの新規患者数でございます。中

ほどの12.7という赤い数字が県全体の平均値と

いうことになります。一番上の19.4というのが

都城・北諸県圏域の状況で、その下の19.1、こ

ちらが宮崎・東諸県圏域というところでござい

ます。この２つの圏域が下がってきてはいるん

ですけれど、依然として高い状況にあるという

ところでございます。

こういった形で、感染者数につきましては、

徐々にではございますが減少してきているとい

うところでございますけれども、やはり感染者

が減ってきても、いわゆる療養者数、こちらに

ついては遅れて増えてきている、重症者も遅れ

て出てくるという傾向がございます。

引き続き医療提供体制につきましては厳しい

状況が続いておりますので、その辺りをしっか

り見極めながら、しかるべき対策を取ってまい

りたいと考えております。

それでは、委員会資料のほうにお戻りいただ

き、１ページを御覧ください。

今回、５月補正としてお願いしておりますも

のは、議案第１号「令和３年度宮崎県一般会計

補正予算（第４号）」、それから、議案第２号「令

和３年度宮崎県一般会計補正予算（第５号）」

の２件でございます。

補正額につきましては、一般会計で、歳出予

算集計表の下から５行目でございますけれども、

５月補正の（第４号）につきましては、小計欄

にございますように15億6,025万円の増額をお願

いしております。

それから５月補正の（第５号）につきまして

は、都城市、それから三股町の時短要請を行っ

た関係で一応追加提案という形になっておりま

すけれども、こちらにつきましては小計欄にあ

りますように６億5,943万2,000円の増額をお願

いしているところでございます。

これらの結果、福祉保健部の補正後の予算額

につきましては、表の一番下の右の欄にありま

すように、一般会計と特別会計を合わせまし

て2,529億8,325万2,000円となります。

主な事業につきまして、次の２ページを御覧

ください。

令和３年度の新型コロナウイルス感染症対策

に関する予算ということで、当初予算から専決

を踏まえた一覧表をつくっております。

今回の補正予算は、一番下の５月補正の欄に

ございますとおり、感染拡大防止対策の推進と

しまして、休業要請等の協力金の事業ですとか、

変異株ウイルスを解析するための機器の購入の

予算、それから、その右の欄ですけれど、医療

福祉提供体制の確保・充実としまして、新型コ

ロナの感染症の患者の転院受入れを支援する事



- 3 -

令和３年５月25日(火)

業ですとか、自宅療養者の健康観察の体制強化

を図る事業、それからワクチン接種の早期化・

加速化をするための事業を予定しております。

こういった事業で22億1,968万2,000円の補正を

お願いしているところでございます。

詳細につきましては、この後、各課室長が説

明いたしますので、どうぞよろしくお願いいた

します。

私からは以上でございます。

○日髙委員長 部長の概要説明が終わりました。

次に、議案についての説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○山下福祉保健課長 それでは、御説明いたし

ます。恐れ入りますが、お手元の歳出予算説明

資料を御覧ください。

歳出予算説明資料の福祉保健課のところ、9ペ

ージをお開きください。

福祉保健課の補正予算額は、左の補正額欄に

ありますとおり１億8,009万円の増額補正であり

ます。この結果、補正後の予算額は、右から３

列目の補正後の額欄にありますように16 2

億6,754万2,000円となっております。

次に、11ページをお開きください。

（事項）新型コロナウイルス感染症緊急対策

事業費の説明欄、感染症対策休業要請等協力金

事業１億8,009万円の増額補正であります。

内容につきましては、厚生常任委員会資料で

御説明いたします。常任委員会資料の３ページ

を御覧ください。

感染症対策休業要請等協力金事業でございま

す。

１の目的・背景ですが、新型コロナの感染が

拡大している地域におきまして、飲食店等に対

して営業時間短縮の要請を行うことにより、早

期の沈静化とともに県内への感染拡大の防止を

図るものでます。

２の事業概要ですが、まず（１）の感染症対

策休業要請等協力金につきましては、協力金を

支給した市町村に対しまして、協力金の10分の

９の補助を行うものです。

下の四角囲みのスキームにありますとおり、

協力金の10分の８を国が負担し、県負担分の10

分１と国負担分とを合わせて10分の９を県から

市町村に補助することになっております。

次に、（２）感染防止対策事務費補助金は、市

町村の協力金の支給事務に要する経費でして、10

分の10の補助を行うものです。

その表の下、飲食店等に対する時短要請につ

きましては、今回宮崎市において、食品衛生法

に基づく営業許可を受け、ガイドラインを遵守

している飲食店等を対象としたもので、当初、

要請期間を５月３日から５月23日までとしてお

りましたが、この下線のところにありますとお

り、延長期間である５月24日から31日まで延長

を行ったことに関する増額の補正をお願いする

ものでございます。

なお、当初の５月３日から23日までの協力金

につきましては、後ほど専決処分の御説明の中

で御説明させていただきます。

時短要請の内容につきましては、営業時間を

午後８時までとし、酒類の提供は午後７時まで

とすること。

それから協力金額につきましては、売上規模

に応じた金額となっておりまして、中小企業に

つきましては、１日当たりの売上高に0.3を乗じ

た額となっており、下限が2.5万円、上限が7.5

万円となっております。大企業につきましては、

１日当たりの売上高減少額に0.4を乗じた額と

なっております。
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３の事業費ですが、補正額は、表の左から２

列目にありますとおり１億8,009万円でありま

す。財源の内訳は、全額国庫支出金となってお

ります。

４の事業効果ですが、協力金を支給すること

により飲食店等の時短要請への協力が得られま

して、飲食・会食の場における感染リスクの低

減が図られるものでございます。

続きまして、追加の補正につきまして御説明

いたします。

歳出予算説明資料の（議案第２号）と書かれ

ている資料の福祉保健課のところ、３ページを

お開きください。

福祉保健課の補正予算額は、左の補正額欄に

ありますとおり６億5,943万2,000円の増額補正

であります。この結果、補正後の予算額は、右

から３列目の補正後の額欄にありますとおり169

億2,697万4,000円となります。

５ページをお開きください。

（事項）新型コロナウイルス感染症緊急対策

事業費の説明欄の１感染症対策休業要請等協力

金事業６億5,943万2,000円の増額補正でありま

す。

常任委員会資料に戻りまして、８ページを御

覧ください。

感染症対策休業要請等協力金事業ですが、目

的、事業概要等は先ほど御説明しました宮崎市

の延長と同じですが、中ほどの飲食店等に対す

る営業時間短縮要請の欄にありますとおり、都

城市と三股町において、５月21日から６月10日

まで時短要請を行ったことに伴う補正でござい

ます。

３の事業費ですが、補正額は、表の左から２

列目にありますとおり６億5,943万2,000円であ

ります。財源の内訳は、全額国庫支出金となっ

ております。事業効果につきましても、先ほど

と同じでございます。

続きまして、常任委員会資料の９ページ、Ⅱ

専決処分の承認を求めることについてでありま

す。

福祉保健課の専決処分について御説明します。

報告第１号関係の１感染症対策休業要請等協

力金事業の補正でございます。これは先ほど御

説明しました宮崎市内の飲食店に対する、当初

の営業時間短縮要請の補正に係るものでござい

ます。

専決補正額は、①にありますとおり22億4,181

万円であります。この結果、補正後の事業費は23

億9,627万7,000円となっております。

宮崎市の当初の営業時間短縮要請に関する内

容につきましては、下の表のとおりでございま

す。

○市成健康増進課長 健康増進課でございます。

お手元の歳出予算説明資料の健康増進課のとこ

ろ13ページをお開きください。

健康増進課の補正予算額は、補正額の欄にあ

りますとおり13億8,016万円の増額補正でありま

す。この結果、補正後の予算額は、右から３列

目の補正後の額欄にありますとおり222億4,579

万3,000円となります。

15ページをお開きください。

（事項）新型コロナウイルス緊急対策費の説

明欄の１、ＰＣＲ検査体制等強化事業722万6,000

円であります。

現在、新型コロナウイルスのＰＣＲ検査を衛

生環境研究所で実施しておりますが、今回新た

に変異株の検査に必要となる機器の購入をお願

いするものであります。

現在、変異株の検査につきましては、検体を

国の研究所に送付して、国の方で遺伝子解析か
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ら確定までを行っておりますが、今後はこの機

器を用いて遺伝子解析の部分を県で行うことと

し、その解析データを国の研究所に送付して、

英国型やインド型といった変異株の型を確認す

るという流れにしたいと思います。

このことによりまして、確定までの時間が短

縮され、その後の速やかな感染拡大防止対策に

つながるものと考えております。

次に、２の新型コロナウイルスワクチン接種

に係る啓発相談事業から、５の新型コロナウイ

ルスワクチン接種緊急支援事業につきましては、

常任委員会資料で御説明いたします。

常任委員会資料の４ページをお開きください。

新規事業、新型コロナウイルス感染症患者転院

受入支援事業であります。

１の目的・背景ですが、本県の第３波におい

ては、国の退院基準を満たした回復期以降も、

コロナ以外の何らかの病気などで引き続き入院

を必要とする方の一般病院への転院調整が進ま

ず、結果として入院期間が長期化し、なかなか

コロナの病床が空かないという状況が見られま

したことから、このような方を積極的に受け入

れる医療機関を支援し、一般病院への転院の流

れを円滑に行おうとするものであります。

２の事業概要ですが、県からの要請等に基づ

き、コロナの退院基準を満たし、コロナによる

隔離解除後の方の転院を積極的に受け入れる医

療機関に対して、患者１名につき10万円を補助

するものであります。

３の事業費は7,200万円で、財源は全額、国の

地方創生臨時交付金を活用することとしており

ます。

４の事業効果ですが、コロナによる隔離解除

となった方の転院を促進することで、コロナ受

入れの病床を効率的に稼働させ、入院の受入れ

に係る目詰まりを解消し、感染の長期化や次の

クラスター等への対応が可能となるよう、本県

の医療提供体制の強化を図るものであります。

次に、５ページを御覧ください。

新規事業、自宅療養者に対する健康観察体制

確保事業であります。

１の目的・背景ですが、現在、自宅で療養中

の方の健康観察は保健所が行っているところで

すが、クラスター等の発生により感染者が急増

した場合には、やむを得ず自宅での療養者が増

加することが想定され、そのような場合には、

保健所だけでは自宅療養者へのフォローが十分

に行き届かなくなることが懸念されます。

このため、感染者が急増した場合に、保健所

以外の主体による、自宅療養者に対する電話や

訪問による健康観察、食料・生活用品等の配布

を行うことにより、自宅療養者に対する健康観

察体制の確保、充実・強化を図るものでありま

す。

２の事業概要ですが、（１）自宅療養者への健

康観察体制の確保として、医師会や訪問看護ス

テーション等と連携し、医師・看護師の電話や

訪問による経過観察を行うとともに、（２）自宅

療養者への食料等の生活支援として、療養期間10

日間を想定した食料や生活用品の支援セットの

配布や、血中の酸素飽和濃度を測る機器である

パルスオキシメーターの貸与等を行うものであ

ります。

３の事業費は、２億1,038万8,000円で、財源

は全額国の緊急包括支援交付金を活用すること

としております。

４の事業効果ですが、医師会や訪問看護ステ

ーション等と連携し、自宅療養者に対する健康

観察を行うとともに、食料や生活用品の配布に

よる生活支援を行うことにより、自宅療養者へ
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のフォロー体制の確保、充実・強化が図られる

ものと考えております。

続きまして、６ページをお開きください。

高齢者向けワクチン接種の７月末完了に向け

た市町村支援といたしまして、ワクチン接種に

関する２つの事業予算につきまして、今回補正

をお願いするものであります。

１の目的・背景ですが、高齢者へのワクチン

接種を加速するため、個別接種や集団接種を行

う市町村を支援するとともに、県が広域集団接

種を実施することで７月末の完了を目指すもの

であります。

２の事業概要につきましては、７ページのイ

メージ図を御覧ください。

（１）の新型コロナウイルスワクチン接種緊

急支援事業（市町村支援）の点線囲みの中の一

番左、①個別接種の促進としまして、休日に個

別接種を行う医療機関に対する協力金を支給す

るほか、右の②集団接種の促進としまして、ア

の医療従事者の確保や、イの医療従事者の時間

外・休日の派遣支援、ウの県主催の集団接種を

実施するものであります。

加えまして、その下の③にありますとおり、

県が公募等により確保しました歯科医師や離職

されていた看護師に対して、ワクチン接種に関

する筋肉注射等の実技を含めた事前研修を実施

いたします。

次に、一番下の（２）新型コロナウイルスワ

クチン接種に係る啓発相談事業につきましては、

接種後の副反応等の相談窓口として、24時間対

応可能なコールセンターを設置するものであり

ます。

これらの事業を組み合わせ市町村を支援する

ことで、何とか高齢者の接種を７月末までに完

了させたいと考えております。

６ページにお戻りください。

３の事業費は、２事業概要の（１）ワクチン

接種緊急支援事業が９億9,018万7,000円、（２）

ワクチン接種に係る啓発相談事業が１億3,627

万3,000円で、このうち今回の補正でお願いする

のは１億35万9,000円であります。

財源は、国の地方創生臨時交付金、緊急包括

支援交付金及びその他諸収入であります。

４の事業効果ですが、重症化リスクの高い高

齢者へのワクチン接種を早期に完了することで

重症者等を減らすとともに、専門的相談体制を

確保することにより、県民が安心してワクチン

接種を受けられる体制を構築してまいりたいと

考えております。

○日髙委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はございませんか。

○渡辺委員 健康増進課のワクチンの接種に関

してお伺いします。今御説明いただいた委員会

資料７ページの（１）ワクチン接種緊急支援事

業に９億9,000万円ほど予算がついているわけで

すが、この①個別接種の促進、②集団接種の促

進については、アの医療従事者の確保、イの医

療従事者の時間外・休日の派遣支援、ウの広域

集団接種の実施、それから、③ワクチン接種研

修の実施について、それぞれの事業費をどのく

らい見込んでいるのか、予算の組立て上どうなっ

ているのかを教えていただけますか。

○林薬務対策室長 まず①の個別接種の促進事

業ですけれども、事業費としましては４億3,200

万円をお願いしております。財源は、地方創生

臨時交付金でお願いしております。

続きまして、②集団接種の促進、アの医療従

事者の確保につきましては１億2,572万円をお願

いしております。これも財源は地方創生臨時交

付金でお願いをしております。
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続きまして、イの医療従事者の時間外・休日

の派遣支援につきましては、事業費２億5,233

万1,000円をお願いしておりまして、財源は包括

支援交付金でお願いをしております。

続きまして、ウの広域集団接種の実施につき

ましては、事業費１億7,618万3,000円をお願い

しておりまして、こちらも財源は地方創生臨時

交付金ということでお願いをしております。

③のワクチン接種研修の実施につきましては、

事業費395万3,000円をお願いしております。こ

ちらも財源は地方創生臨時交付金でお願いをし

ております。

○渡辺委員 ありがとうございました。②のウ、

広域集団接種の実施について、まだ漠然としす

ぎていてイメージが掴めないんですが、全国を

見ると国がやる集団接種、それから都道府県が

やる集団接種、いろいろパターンが出ているわ

けで、宮崎県もそれに近いものをやるというこ

となのかと理解をします。そこで、このスキー

ムについて、予算は１億7,600万円ほどついてい

るという話でしたが、もうそう遠い未来の話で

はないので、具体的に県内の何か所で、どのよ

うなところに会場を設置し、何人ぐらいワクチ

ン接種をするという想定で事業が組まれている

のか説明いただけますか。

○林薬務対策室長 高齢者へのワクチン接種に

つきましては、市町村にぐっと前倒しをする努

力をしていただいています。現在、市町村に調

査をかけており、その集計中でありますが、そ

の調査結果を基に、達成が厳しいなというとこ

ろに対して、県が集団接種を広域的に、例えば

３町をまたいでやるといった形でやっていきた

いということで考えております。

今、計画上は３地域を４回、２回目の接種が

ありますので、３地域をそれぞれ４回というこ

とで12会場で考えておりまして、想定としまし

ては１万4,000回の接種ということで予算を計上

させていただいております。

○渡辺委員 先日、特別委員会でも伺いました

けれども、県もその内容を把握しているという

ことですが、国が自治体に対して行っている調

査に基づくと、７月中にワクチン接種を完了で

きないと言っている自治体は２つということに

なりますよね。ただ、その前の調査段階では26

分の14が完了できないと言っていました。そこ

に対して県が適正な支援を行うことによって、

７月中に完了できるという自治体が12増えた結

果、完了できないのは26分の２になっていると。

県は現状計画上はそのように整理されていると

いうのが、今の時点での我々県民に対しての説

明だと思います。

しかし、今の御説明を聞く限りでは、少なく

とも対象となる、県として７月中にワクチン接

種が間に合わないと表明しているのは２自治体

だから、その２自治体のバックアップをするた

めの仕組みということでは、予算規模が大きい

ような感じがします。つまり、これを考える根

拠となっているのは、26分の14ができないといっ

たときの現状を捉えて県が行う支援だという理

屈立てなのか。

そのときにどこができないと言っているのか

ということについては、今の時点では公表され

ていないわけですよね。理解できないわけです、

どこができないのかということを。

ただ、県としてはこういう措置をする以上、

事実上もともと市町村の能力だけでは独自で管

理をすることは難しいと言っていたところがど

こなのかということを、ある程度情報開示して

いかないと、この施策を県が行うことについて

理解促進が図れないと私は考えるんですけれど



- 8 -

令和３年５月25日(火)

も、その辺りはどう考えでしょうか。

○林薬務対策室長 この事業の計画を起こした

起点は４月30日時点であり、特別委員会でも御

報告させていただきましたとおり、14団体が7月

末までの完了が厳しいという意見を基にしてお

ります。その時点で５万人の方々が８月にずれ

込むという計画になっておりました。

それから市町村にもかなり頑張っていただい

て、努力してかなり上積みできるような形には

なっているんですが、そうは言いつつも、現状

として医療従事者の確保などの課題がございま

して、県の支援がないと厳しいという市町村が

あるのが現状であります。それに対して再度県

のほうも、前倒し分がどのぐらいになるのかと

いう調査を今進めておりまして、それに対して

確実に支援していこうということで考えており

ます。

もう一点、公表に関しては難しいと思ってお

りまして、結果的に県が一緒になって完了を目

指すという考えでおりますので、そこについて

は御理解いただきたいと思っております。

○渡辺委員 聞き方を変えますが、例えば今改

めて市町村の意向調査というか状況の調査をさ

れていらっしゃって、その調査が完了した時点

で、県として今おおむね３地域と考えているも

のを決めていくというスキームになっているわ

けですよね。その調査はいつ完了し、その３地

域をどこに設定をするのかということを県民や

議会に伝えられるのはいつの段階になると理解

したらいいんですか。

○林薬務対策室長 実は報告期限を昨日までと

していたんですが、市町村の計画が厳しい状況

もありまして、まだ報告をいただいていないと

ころがございます。

ただ、その結果を待って早急にやりたいと思

うんですが、集団接種を準備するとなると、やっ

ぱり今月中には形を決めて、会場も決めなくて

はいけませんし、設営もあります。あと住民の

方々へのお知らせであるとか周知や予約といっ

たことも発生しますので、今月中には明らかに

したいと考えております。

○渡辺委員 今月中にはスキームが見えて、ど

の地域でいつ頃実施をされるのかということが

分かる。その対象は県として可能な１万4,000回

ほどの接種ということですから、２回受けると

すると、人数はその半分ぐらいということにな

るということで理解しました。

その上で、県としては公表していないわけで

すが、新聞報道等によると既に２つの自治体は

やれませんと言っているわけです。それは東臼

杵郡や児湯郡で、自治体の名前は新聞報道によ

るとあるということになっておりますけれども、

その２つなどは当然こういう集団接種でフォロ

ーをする。県が行う集団接種でフォローする地

域に該当していくと理解していいでしょうか。

○林薬務対策室長 実は、再度総務省から調査

が来ておりまして、市町村もやらなきゃいけな

いということでかなり頑張っていただいていま

す。今回の総務省の報告では、ゼロという報告

がなされています。全部目標を達成するという

見込みになっています。

前回の特別委員会でも御報告させていただき

ました。宮崎日日新聞で報道されている方とか

らということで御報告させていただきましたが、

特に椎葉村とかは一つの医療機関でなかなか厳

しいということで、当初は９月に接種が終わる

ということだったんですが、それも医療機関の

努力で計画の見直し等もしていただいて、７月

には終わる見込みということで、自治体単独で

の接種で終わるという報告もいただいています
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ので、詳細を確実に調査させていただいて、市

町村を支援していきたいと考えております。

○渡辺委員 時間に限りがあるので、この話は

最後にしたいと思うんですが、ここのところ宮

崎県内でも新聞報道等が相次いでいますが、７

月中に接種ができるのかということに対して、

当然早く接種をしたいというのが受ける側もそ

うでしょうし、国としてもそういう推進を図っ

ていると理解をしているんですけれども、様々

な形でのプレッシャーも含めて、そう答えざる

を得ないという環境がつくられているんではな

いか、という声が出ています。事実はどこにあ

るのか分かりませんが。

そのような中で、先日、特別委員会で伺いま

したけれども、ここは常任委員会なので改めて

お伺いしたいところなんですが、計画の整備と

して７月中に終わらせるという話と、もう既に

ある程度接種が始まっているその状況も見つつ、

また市町村がそういうプレッシャーも受ける中

で一生懸命やっているということもある、県の

支援もある。こういうことを全て加味した上で、

改めて県として今の時点で７月中に完了させる

という高齢者の皆さんへのワクチン接種に対し

て、十分にこなし得る、やるんだ、やれるとい

う認識の中、相当課題があって、頑張ってみん

なそこを目標に取り組むけれども、７月中とい

うのはかなり難しい目標だと見ているのか、こ

こは厚生常任委員会ですから、伺う立場にある

と思いますので、その考え方を整理していただ

きたいと思います。

○林薬務対策室長 ７月達成の実現というとこ

ろは、かなりハードルが高いというのは認識し

ております。

ただ、一方で様々な支援をしながら、市町村

には本当に頑張っていただいているところもご

ざいますので、県としても精いっぱいできるこ

とをやりながら７月完了を目指したいという考

えはございます。

○渡辺委員 意見にとどめますが、やはりこう

いうアナウンスメントの中身のところから、県

民の行政に対する信頼が揺らぐというのが、こ

ういう危機事象の中では一番望ましくないこと

だと思うんですよね。

例えば７月中にやれるんだとアナウンスメン

トされて、県民、国民はそう受け止めておきな

がらも、なし崩しにぐちゃぐちゃになっていく

ということ自体が、県民にも我慢を強いている、

お願いもしているという中で、行政の言うこと

を信用できるのかどうかという揺らぎを生んで

しまうと思うので、皆さんをはじめ関係者の方

々が、御努力してそこを目指しているというと

ころは十分に理解をした上ですが、その辺も意

識した上での発信というか、県としての方針の

持ち方というのが重要ではないかと思います。

これは意見としてとどめていただいて結構です。

○日高委員 今、渡辺委員からいろいろと質疑

がございましたけれども、基本的にロードマッ

プを示してほしいというのがあるんですよ。７

月末までには達成するんだと言ったけれど、ハ

ードルが高いと、最終的にはそれが目標になっ

てしまった。私は、そんな後ろ向きじゃなくて、

７月末までにワクチン接種を達成するために、

今回、この臨時会を開いて、関連するこの多額

の予算を今審議しているわけですから、そういっ

た中で医療従事者の確保とか、広域集団接種の

実施だとか、それぞれ福祉保健部で知恵を出し

て、絶対間に合わせるんだという意気込みの中

で、市町村と連携してワクチン接種をやって、

それを達成するがための今回の臨時会だと思う

んです。その辺で発想というものを、ハードル
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が高いから目標でお願いしますということでは

なくて、もう一回言い直した方がいいんじゃな

いですかね。

○重黒木福祉保健部長 日高委員の御意見にあ

りましたように、ロードマップといいますのが

市町村でそれぞれ個別の接種計画を当初つくっ

ておりまして、それを早期化ということで今見

直していただいているところです。７月末完了

を目指す計画をつくっていただいている中で、

どういう手立てを講じれば７月末までに間に合

うかというところで、市町村の御意見も聞きな

がら今回この予算をお願いしているというとこ

ろでございます。個別接種をできるだけやって

いただくとか、しっかり医師、それから看護師

等を確保して、集団接種等を促進していくと。

県も集団接種を直接行うような体制を整えてい

くと、そういった中でやっていくというところ

でございます。

しっかりと市町村と連携をしながら、７月末

完了ができるように取り組んでいくというとこ

ろで、そのための予算ということでお願いして

おりますので、７月末完了というのは非常にハ

ードルが高いんですけれども、それをクリアで

きるようなこういった手段をしっかり予算化し

ていただければ、それを含めて頑張っていきた

いと思っております。

○日高委員 十分努力というか、福祉保健部が

やろうとしているのが、成し遂げるんだという

のが伝わってくるんですよ。だから、そういう

形で質問させてもらいました。

ただ、この言い切れない根幹にあるものとい

うのは、実際に国から安定的にワクチンが入っ

てきているのかというところが一つ。もう一つ

は、医師の確保ということで、今回、協力金を

支給するということなんですが、この協力金を

支給するとなったときに、医師、看護師をどれ

だけ確保できて、どれだけ市町村に分配できる

のか。

根幹のところは、やっぱり今後募集をしてい

くということだと思うんですけれども、ワクチ

ンと医療従事者がセットでそろってからの市町

村に対する支援、７月末までという一つの区切

りですね。実情はどうなのか教えていただけれ

ばと思います。

○林薬務対策室長 ワクチンにつきましては、

６月までには高齢者、県内の高齢者分は確実に

来るということで国からは連絡を受けておりま

す。

それと医療従事者の確保に関しましては、当

初５万人ほどが７月末までにワクチン接種が完

了できないという想定で、ここには市町村に実

施していただく集団接種も入ります。そこに医

療従事者を派遣する。それから、県が独自で実

施する集団接種もございます。その想定でいき

ますと、医師１名、看護師２名の１チーム、こ

の方々で１日200回打つという想定をしましたと

きに、延べ数ですけれども、医師が200名、看護

師が400名必要という試算をしております。

そうした中で、できるだけ多くの医療従事者

を確保していきたいと考えております。

○日高委員 正直、その辺が難しい部分で、今

の数字を聞いたら延べでしょうけれども、かな

りハードルが高いなと思ったところです。医療

従事者の確保は可能ですか。

○林薬務対策室長 医師につきましては、意外

と手伝いたいという声を実はお聞きしています。

ある地域では、ワクチン接種をやりたいんだけ

れども、いっぱいだから断られた、どうしたら

いいかといった御意見も頂いています。ですの

で、医師に関してはある程度の期待はさせてい
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ただいているところです。

あと看護師については、潜在看護師―離職

された方々を広く公募しまして、新聞等も含め

て公募させていただきまして、広く集めさせて

いただいて確保したいと考えております。

それと併せて、接種ができることになります

歯科医師の先生方、それから薬剤師は注射を分

注する作業ができますので、こういった医師、

看護師以外の医療従事者も含めて確保に努めた

いということで考えております。

○日高委員 ぜひやっていただきたいというの

があります。

しかし、通常業務があって、それとは別にワ

クチン接種もやったりとかで、薬剤師会も市町

村の接種会場行って、目いっぱいやっていると

いう声を聞きます。

だから、トータルで医療従事者のパイが大き

すぎると言われるぐらいないと厳しい状況に置

かれているんですよ。それを打開するためには、

やはり医師会で圏域によって偏りがあるので、

かかかりつけ医が協力してくれるかしてくれな

いかが大きいと思います。ワクチンを打つ会場

が１つでも大小かかわらず多ければいいんです

よ。会場が多ければ行くんですよ。地域によっ

てはかかりつけ医がワクチン接種はしませんと、

いうところが結構多いんですよ。だから進まな

いという状況なんです。これが個別接種をやり

ますよということになっていけば、その辺もク

リアできるんだと。

やはりそういう一つの仕組みの中で、ロード

マップというのはその辺まで含めた中で、この

事業プラスやっぱり地域とマンパワーを生かす

ためには、そこら辺をもっと働きかけていく、

医師会にしっかりとお願いをすると。医師会が

本当に100％力を出し切っているんでしょうか

と。実を言えば、もっと協力してくれんでしょ

うかねとお願いする必要があると私は思ってい

ます。

こういうときには知事が、しっかりとそうい

うときこそ医師会に対してきちっと、もう一押

し頼むぐらいの気持ちがない限り、これは進み

ませんよ。その辺も含めて、事業を組み立てて

ください。

○林薬務対策室長 医師会の御協力に関しまし

ては、実は５月の連休明けに郡市医師会長―

地域の医師会長さんたちが集まる会がございま

して、その会でさらなるお願いということでお

願いをさせていただいております。それからま

た個別に郡市医師会長さんのところにお邪魔し

まして、何とか推進をということで、改めてお

願いもさせていただいているところです。

あと委員がおっしゃるように、個別接種を推

進していくのはかなり重要でして、今市町村の

確保している医療機関、個別の医療機関が360ほ

どあります。その医療機関が週に30回ほど接種

を上乗せすると９万回を超えるような試算にな

るので、ここは個別接種をいかに推進していく

かというのは一つの重要なポイントになってく

ると思っています。

その意味で、休日に個別接種をやっていただ

ける医療機関の事業ということで、推進したと

ころもその一つの理由になります。

○横田委員 休業要請等協力金についてお尋ね

しますけれども、先日テレビを見ていたら、東

京都の飲食業の人たちが、今まで協力してきた

んだけれども、これまでの協力金の入金がまだ

されていないと。こういうことだったらお店も

従業員も守れないから、もう時短要請に応じら

れないという話をされている方がおられました。

宮崎県が今どういう状況になっているのか、こ
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れまでの協力金は全て入金が終わっているのか

どうかをお尋ねします。

○山下福祉保健課長 私も報道等でそういう話

はお聞きしておりますけれども、本県の場合、

支給の事務等を市町村にお願いしておるところ

ですが、かなり素早い対応をしていただいてお

りまして、これまでの第３波までの時短要請の

協力金に関しましては、入金が遅いとかそういっ

た話は聞いておりません。もちろん市町村によっ

て、支給の期間というのはまちまちになってく

るわけですけれども、どちらの市町村からも、

私たちのほうに遅いというような声は届いてい

ないところですし、今回もできるだけ速やかに

支給していただけるものと思っております。

○横田委員 それを聞いて安心しました。お店

とか事業所にとっては、協力金が本当に数少な

い頼み綱だと思いますので、今回も速やかな支

給をお願いしたいと思います。

○日高委員 今回、宮崎市、都城市、三股町に

対して時短要請を出していて、なおかつ関連す

る事業者には、以前から時短要請があったとき

には支援金として10万円が支給されるように

なっていますよね。それで、今回、全県下に県

独自の緊急事態宣言が発令されたわけですが、

それで損害を被ったところに10万円が支給され

る。ということは、宮崎・東諸県圏域、都城・

北諸県圏域は重複してもらえるということです

か。

○山下福祉保健課長 おっしゃった商工観光労

働部の飲食関連業者等への支援金ですけれども、

都城市、三股町と宮崎市につきましては、飲食

関連業者等への支援金のほうのみが対象となる

ということで聞いておりますので、そこは※重複

してもらうということはないと。緊急事態宣言

以降の時短要請を行っている市町村に対しては、

関連業者についての支援金が出ると整理をされ

ています。

○横田委員 患者転院受入支援事業についてお

尋ねします。実は昨日、かかりつけの診療所に

行って医師の話を聞いたんですが、先ほど日高

博之委員も言いましたけれども、診療所によっ

てはワクチン接種に協力したくてもできないと

いうところが結構あるらしいんですよ。それで、

その医師いわく、ワクチン接種に協力するのは

内科診療所の責務だということで、非常に憤慨

をしておられました。

それでお尋ねしたいんですけれども、今言っ

たような診療所がある中で、果たして患者の転

院受入れに必要なベッド数を確保できる医療機

関を確保できるのかどうか、ちょっと不安があ

るんですけれども、そこら辺りのめどは立って

いるんでしょうか。

○市成健康増進課長 コロナの患者を受け入れ

るための療養病床数については、現在見直しを

進めているところではありますけれども、なか

なか体制等の問題もありまして、即座に数を劇

的に増やすということが難しい中で、個別に御

相談させていただきながら少しずつ積み増しを

しているところであります。

今回お願いしている転院受入れの事業につき

ましては、コロナの病院からコロナではなくなっ

た患者さんを、一般の病院に受け入れていただ

くための事業としてお願いしているものです。

第３波の中でも、コロナの受入れ病床に入院

の方で、コロナではなくなった、退院基準を満

たしたんだけれども、入院が続いていたことで

少し足腰が弱って、すぐに自宅には帰れないよ

うな状況の方を受け入れていただく医療機関が、

やはり受入れ側の受け止めとして、やはり慎重

※19ページに訂正発言あり
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になられるという御意見がありましたので、そ

こを何とか円滑にしていきたいということで、

この事業をお願いしているところであります。

○横田委員 分かりました。コロナにかかって

いた人が、もう直りましたよと、ほかの疾患が

あるからもうちょっと診てくださいということ

だと思うんですが、それはそれとしてもやっぱ

り不安を抱える、受入れ医療機関の入院患者も

含めて不安なところもかなりあるんじゃないか

と思うんですね。

それと、それぞれの受入れをする医療機関も、

ベッドが空いているかどうかというのもあると

思いますし、なかなか思うように進まないこと

も考えられるんじゃないかと思いますけれど、

速やかなベッド数の確保をお願いしたいと思い

ます。

○佐藤委員 自宅療養者に対する健康観察体制

確保事業について質問します。自宅療養者に対

して、保健所だけでなく、医師、看護師の電話

や訪問による健康観察を行うということであり

ますが、他県では自宅療養中に亡くなったとか

いうことがよく報道されております。これは、10

日間電話や訪問等を毎日のように行っていくの

か。それは感染者の健康の度合いにもよるかと

思うんですが、こういうことの取りまとめはど

こがやるのか、どういう段取りでやっていくの

かというのをちょっと教えてください。

○市成健康増進課長 自宅療養者の健康観察に

つきましては、所管の保健所が一義的に担って

おります。患者さんが発生した場合には、まず、

保健所のほうで入院が必要な方は病院に、入院

は必要ないけれども食事の提供など自宅での生

活が困難であるとか、早期に隔離する必要があ

るとか、同居の高齢者の方がいる、そういった

場合は宿泊療養施設に、そしてそうでない方、

要は自宅でも療養が可能な方については自宅と

いう対応をしております。ただ、自宅について

は健康観察が必要ですので、保健所が毎日電話

等で健康観察をしているという状況でございま

す。

○佐藤委員 分かりました。保健所との連携が

しっかり取れることが大事だと思ういますので、

それはしっかり行っていただきたいと思います。

もう一点、今度はワクチン接種についてです。

７月中の達成を目指すということですが、その

中でキャンセル等が多々あっているかと思うん

ですね。市町村でキャンセルがあり、ワクチン

を破棄せざるを得なかったとか、もしくはその

余ったワクチンを誰々が接種したとか、いろい

ろ報道されているのを見聞きしました。今、キャ

ンセル等がなぜ起きるのか。また、キャンセル

をされた方は、次にいつ打つことになるのか、

もう打たないのか、そういうところを把握され

ていますか。余りが今でも出ているのか。そし

て、キャンセルされた場合、すぐに代わりの誰

かに接種をするというような形が取られている

のか。これは市町村がやることでしょうけれど

も、県としてどこまで把握されているか教えて

ください。

○林薬務対策室長 今のところ県内の市町村か

らキャンセル等でワクチンを廃棄したという報

告は受けておりません。

あとキャンセルした方が、次に受けられる体

制がどうなっているのかというのは、市町村で

それぞれ取組が異なっておりまして、現状細か

いところまで把握をしていないというのが正直

なところでございます。

○佐藤委員 分かりました。皆さん一刻も早く

打ちたいというワクチンでありますので、その

辺りをしっかり市町村だけでなく県も把握して
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いただいて連携を取っていただきたいと思いま

す。

○野﨑委員 高齢者のワクチン接種の件ですが、

本県の１回目と２回目の接種率を教えてもらっ

ていいですか。

○林薬務対策室長 高齢者の１回目接種につい

ては、５月24日時点で8.7％という接種率になっ

ております。

○野﨑委員 ２回目まで終わった人は。

○林薬務対策室長 ２回目の接種率につきまし

ては0.9％になっております。

○野﨑委員 大変厳しい数字で、７月末完了で

すからね。この数字を見れば、接種環境を充実

と、資料の７ページに書いてある図を、早期に

これを完成させないと恐らく間に合わないと思

います。

接種率は和歌山県が一番なんですが、それで

も１回目が17.5％、２回目は2.6％ですから、和

歌山県では資料の７ページにあるような取組が

ほとんどでき上がっていますよ。僕も勉強させ

てもらって調べました。既に接種率が高いとこ

ろは、この図のとおりの取組をやってます。

だから今議論するんじゃなくて、本当は第３

波の後ぐらいから、これは本当は構築していな

きゃいけなかったことかなと思っています。

先ほど市町村に調査をかけてどうのこうのと

言われていましたけれども、もう調査結果が出

た大体想定がつく地域とかは、一日も早くこう

いった接種の環境づくりと充実に取り組まない

と、この厳しい8.7％と0.9％という数字を見る

と、なかなか厳しいんじゃないかと思いますの

で、その辺は危機感を持って、しっかり取り組

んでいただきたいなと思っております。

○日高委員 確認ですが、自宅療養者に対する

保健観察体制の確保、これはいわゆる生活支援

とかに関してだと思うんですけれども、これは

介護保険なのか医療保険なのか、どっちで対応

するんですか。それ以外で対応するんですか、

支援金というのは。これは、財源が国庫支出金

になっているけれども。

○市成健康増進課長 委員のお尋ねの件ですけ

れど、この事業自体は介護保険とか医療保険の

適用ではなく、物資を業者に委託をして梱包か

ら発送までお願いしようと思っておりまして、

保険の適用という考え方にはならないものと考

えております。

○日高委員 これはでも、いわゆる生活支援に

ついてもやっぱり例えばケアプランなのか、何

か入らないとですよね、何も入らない。これ監

査のときどうするんですか、監査が行きますよ

ね。訪問看護ステーションもやるんでしょうけ

ど、訪問看護ステーションに県の監査が入って、

監査外になるのかな、これについては違うのか

な。

○和田福祉保健部次長（保健・医療担当） お

尋ねの件は、そういう事業者が医療保険とか介

護保険を請求した場合のお話になるかと思いま

すが、これは全くそういうものを請求せずに、

例えば医師、看護師については、これも委託事

業で委託してやりますので、訪問看護ステーショ

ン辺りから請求があることがないので、全く監

査とは別に、医療とか保険の中では無関係にな

りますけれども、事業所としては委託を受けた

という収支は出てきますので、委託事業を受け

て幾らの委託を受けたということには、一部全

体の中では収支が出てきますけれども、保険と

かは全く別物と御理解をいただければと。

○日高委員 それはダブらないようにしないと、

やっぱりこれは介護保険でやっていました。こ

れは保険外だとなると、やっぱり監査が迷いま

令和３年５月25日(火)
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すよ、間違いなく。

○和田福祉保健部次長（保健・医療担当） こ

ちらにつきましては、基本的に保健所が本来や

らなければいけない事業を、保健所が手いっぱ

いになってしまうため、委託して代わりにやっ

ていただくということが基本となっていますの

で、その点については事業者がきちんと対応で

きるかと思っています。

○日高委員 分かりました。

○前屋敷委員 自宅療養者の件に関連してなん

ですけれども、基本的に自宅療養者と言われる

方はどういう基準といいますか、本来入院が必

要だけれども、病院に入れないという形の中で

自宅療養を余儀なくされるという方々なんです

が、定義といいますか、そういったものはどこ

で線を引かれているんですか。

○市成健康増進課長 基本的に陽性になった場

合には、まずその状態を保健所のドクターが判

断をして、入院が必要という状況であれば、ま

ずは入院。状態からそれほど入院まではなくと

も、御自宅で高齢者の方と同居していたりとか、

陰性の方とも早期に隔離をする必要があるとい

うような場合には、宿泊療養施設に行っていた

だくという流れになります。

その上で、例えば自宅にお独り暮らしで同居

の方の感染のリスクがない、うつるリスクが低

いとか無症状の方で、なおかつ食事の生活の支

援などを御実家が近所にあってドアまで持って

きてくれるとか、食事の生活の支援を受けられ

るような方については御自宅ということもござ

います。御自宅におられる方はそういう方であ

ります。

○前屋敷委員 それでは、基本的には陽性反応

は出たけれども、独り暮らし、単身者が基本と

見ていいんですか。御家族がおられれば、今高

齢者の方で隔離が必要な方はホテルとか、そう

いう宿泊施設に移っていただくということだっ

たんですけれども、お独り暮らしとかであれば、

感染を広げる可能性というのは低いので、御自

宅で療養しながら生活をする、その支援をする

というよう事業と見ていいんですか。

○市成健康増進課長 基本的にはそのような流

れになると思っています。

○前屋敷委員 今回のこの予算から見て、食料

とか生活必需品の支給がなされるんですけれど、

細かいことですけれど、具体的にどういう食料

が提供されるんですかね。

○市成健康増進課長 今、想定しておりますの

が、どうしてもある程度保存が利くというもの

でレトルトの御飯であるとか、カレーであると

かパスタとか、あとかカップ麺とか、そういっ

たちょっと日持ちをするようなもの、生もので

また具合が悪くなってしまっては元も子もない

ので。そういったものに加えて飲料とか、あと

はティッシュとか生活用品のちょっとしたサポ

ートできるようなものを、今25品目ぐらい、種

類を変えて準備するように想定はしております。

○前屋敷委員 それで健康観察もされるという

ことで、保健所が主体になってされるというこ

となんですけれども、これと併せて今度の予算

とは関係ないんですが、宿泊療養施設でも健康

観察というのは保健所が対応されるんですか。

○市成健康増進課長 宿泊療養施設においては、

健康管理はホテルの中に事務局が常設してあり

まして、事務職のほかに医療班という班をつくっ

ておりまして、看護師のシフトを組みまして、

その看護師が日々健康観察をしております。

○前屋敷委員 日々そういう健康観察ができて

いるというのを聞くと安心するんですけれども、

ニュース報道などで食事は提供されるけれども、

令和３年５月25日(火)
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自分がドアの近くまで取りにいかなければなら

ないというような方が、３日間体が動かずに食

事が取れず、やっと御家族と連絡が取れて、そ

ういう状態であったということが分かったとい

うのがありました。そういう状態だったら大変

だと思ったものですから、宿泊療養施設の方々

の体制はどうかなと。

それぞれの宿泊療養施設に看護師などが常駐

をして、日々健康観察はしておられるというこ

とですね。確認です。

○市成健康増進課長 本県の宿泊療養施設は今

４施設ありまして、お弁当ですけれども全て部

屋の前まで食事を配膳するようにしております。

その上で日々やり取り、御連絡はしております

ので、委員がお聞きになったような３日間もと

いうような事例には該当しないとは思っており

ます。

○渡辺委員 全体を通して前提となることです

ので改めて確認をしたいんですが、まん延防止

等重点措置と県独自の緊急事態宣言の関係性に

ついて、もしかしたら昨年の委員会の議論等で

散々あっているのかもしれませんけれども、ま

ず、その違いについて、根拠法、それから位置

づけ、ここまでの経緯等々については十分理解

をしているつもりです。そこで、まず大前提で

伺いますが、国にまん延防止等重点措置であっ

たり、国の緊急事態宣言が必要だと県が要請し

て、国に要請をする段階で主管部というか主管

課となるのは福祉保健部でいいですか。もちろ

ん、総合的には知事が判断されるんだと思いま

すが、まずその確認ですけれども、これはちゃ

んと勉強が追いついていませんが、まん延防止

等重点措置と県独自の緊急事態宣言とでは、大

体県民に対する制限のお願い等々のレベルとい

うのは似たようなものだろうと思うんですが、

僕の印象なので、間違っていたら間違っている

と教えていただきたいんですけれども、所管部

が違うかもしれませんが、飲食店等の休業要請

等ではないことに関して言うと、要するにたく

さんある影響を受けている業種のところに関す

る支援の枠組みを考えると、まん延防止等重点

措置のほうが手厚いような印象があるんですけ

れども、それは違う部の担当で分からないとい

うことかもしれませんが、その違いによってま

ん延防止等重点措置のほうが県内で暮らす住民

の皆さんへの支援という意味で、手厚い手法が

取れるという可能性があるというところは、ま

ず県の認識としてあるのかないのかというのを、

教えていただければと思うんですが。

○重黒木福祉保健部長 飲食店への時短要請に

伴う措置、今回２万5,000円というのが下限の数

値になっていますけれども、まん延防止等重点

措置の適用になれば、そこにそれよりも高い金

額が一応適用されているということになって、

そういう意味では、より手厚い飲食店への支援

措置が講じられると思っております。

ただ、その他の業種につきましては、今財源

としては国の臨時交付金ですとか様々な支援措

置が頂けていますので、そういった中でどうい

う措置を講ずるのかが、それぞれの県の判断に

よって異なってくるのかなと思っております。

○渡辺委員 分かりました。その前提で飲食店

に関して言えば、まん延防止等重点措置のほう

が手厚い面があるという前提で、これは県の見

解とか考え方とかを整理しておきたいんですが、

まん延防止等重点措置を使わずに、県独自の緊

急事態宣言で年明けも今も対処してきています

よね。これで完全に絶対終わりだと言えるんで

あれば、もうこの議論は意味がないんですけれ

ども、もしかするとまだ、この先にもそういう
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事態に陥ることは可能性としてはあるかもしれ

ない。

そのときに県が、県の緊急事態宣言を重視し

て使っているのは、僕らに想像がつく範囲で言

うと、例えば私権制限をできるだけ強くは行い

たくないということなのか、もしくは国との調

整が必要ないので、状況を見て出したり引いた

りというか、それの調整が県の自由というか県

としてやりやすい。その調整が国との相談を必

要としないので、やりやすいからこっちを県と

しては重視して使っているのか。

そのあたりの県としての基本姿勢が、同じよ

うな状況で第３波でも第４波でも、まん延防止

等重点措置の適用を国に求めている自治体もあ

る中で、県独自の緊急事態宣言をいつも使う。

県の独自の緊急事態宣言を使う理由というのを、

県民に分かりやすく、この間、特別委員会でも

多少聞きましたが、そこを確認したいんですけ

れども、基本姿勢。ここはどう理解したらいい

んでしょうか。

○重黒木福祉保健部長 そうですね、なかなか

分かりにくくなっている。もともとまん延防止

等重点措置と県独自の緊急事態宣言の順番づけ

というか、新しくできた制度でもあったので、

どういう運用をしていくかというのが不明確な

まま、我々のほうでも少し整理できていないと

ころがあったと思っております。

そういった中で、今はおっしゃるとおり、ま

ん延防止等重点措置といったら強い私権制限を

伴うというところで、国のほうもそれについて

は同じ話になるんですけれども、要請があった

としても、各県の感染状況等をしっかり見極め

て、国として判断をした上で、適用するという

スタンスになっております。

そこらあたりを国と事前に調整する中で、国

の考え方も国の運用の仕方も分かってきました

ので、今のところは知事が再三申し上げている

とおりなんですけれども、まず、県としてすぐ

にできる措置を素早くやるべきだと、強い対策

を素早くやるべきだと。国に要請して、それか

ら国の検討を待って、それで１週間、２週間たっ

たりしている例もございましたので、そういう

ことがなく、県としてできることを素早くやる

という姿勢で今回の第４波に当たりましては素

早く早めの対策を取るということで今やってい

ます。

その上で、その対策を講じてもなお、感染が

収まらないということになってきて、私権の制

限もやむを得ないという判断に至ってくれば、

そこは次の段階としてまん延防止等重点措置の

要請を国に行っていくと、そういう順序立てに

なっていると思っています。今回のケースで言

いますと、まず強い措置を県独自の判断で素早

くやったというところで、一定の効果が出始め

ていますので、今のところはそういう意味では

まん延防止等重点措置の要請まで至っていない

ということでございます。

○渡辺委員 意地の悪い聞き方になるかもしれ

ませんが、今までの県の歩んできた経緯と今の

御認識を確認すると、宮崎県の場合は県の要請

に対して多くの事業者、県民の皆さんが相当よ

く聞いてくださって我慢をいただいているので、

今の結果になるという大前提ですが、まん延防

止等重点措置については、実行性を担保できる

のかどうかについては、県としては疑問を持っ

ているという理解でいいでしょうか。

つまりやったことがないので何とも言えない

というところはあると思いますけれども、要す

るにまん防のほうを真ん中に持ってきて検討せ

ずに出し引き早いというのはありますが、県独
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自の緊急事態宣言に県は重きを置いているわけ

ですね。そのときに、その先の措置に対する効

果の度合いを県がどう見ているのかというのは、

今後そんな状況は望みませんけれども、緊迫し

た事態が来たときには、大事な判断の材料にな

ると思うので、その認識はちょっと確認してお

きたいと思うんですが、そこはいかがでしょう

か。

○重黒木福祉保健部長 県としては、まん延防

止等重点措置の中身については、県独自の対策

で一応カバーできると思っております。そうい

う意味で素早い措置を先にやると。

ただ、感染がこのまま仮にあってはならない

ことですけれど急拡大していけば、それは当然

取っていかなければならないと思っていて、そ

のときの効果として、一つは、県の要請に応え

ていただけないところに対して、一定程度強い

措置が講じられるというところがございます。

ただ、もう一つの強い効果としては、県民に

対してより強いメッセージを発することができ

ると。行動要請というところをより強くお願い

していかなければならないフェーズの中で、国

に対してまん延防止等重点措置を要請した、適

用されたということは、県民に対して相当強い

メッセージになってくると思っていますので、

そういう行動要請をしっかりお願いする上での

メッセージ性も期待しているというところでご

ざいます。

○渡辺委員 もうこれは答弁は要りませんが、

県独自の緊急事態宣言という言葉の緊迫度と、

まん延防止等重点措置というのが、部長がおっ

しゃったように、それが次の段階だと本当に県

民に印象として広がるのかどうかというところ

に、若干危惧があるような気はしていますけれ

ども、そこは意見にとどめます。

○坂本副委員長 感染症対策全般に関わること

だと思いますので、質問させていただきますけ

れども、去年の11月に神奈川県庁新型コロナ担

当職員の２割が、過労死ラインの月平均80時間

超の残業をしていることが報じられました。

その後、たびたび市の職員とか保健所の職員

が過労死ラインを超えているということが報じ

られているんですけれども、本県のまさに福祉

保健部の皆さん、担当職員の皆さんの状況を

ちょっと教えていただけるといいんですが。

○山下福祉保健課長 昨年度、令和２年度は、

一昨年度に比べて、福祉保健部全体の時間外勤

務が３割ぐらい増えているのではないかという

ことになっております。もちろん、コロナによ

る業務増がというのが主な原因かと思っており

ます。

また、もちろんコロナで業務が増大している

んですけれども、それに対して組織体制の整備

ですとか業務の委託、それから会計年度任用職

員等の任用ですとか、他部局、市町村の応援な

どを得て何とか対応してきておるところでござ

います。

昨年度、非常に疲労等の蓄積もあるんですけ

れども、昨年度はコロナによりますそういう倒

れるといいますかそういう方はおられなかった

ということで、我々としては安心しておるとこ

ろでございますが、また新たな業務等も増えて

きておりますので、今後、コロナ業務の円滑な

推進とともに、そういった職員の心身の負担と

いうものは、軽減を十分図っていきたいと考え

ております。

○坂本副委員長 すいません。可能性の話でし

た。

先に申しましたとおり、市、それから町村の

担当者についても、このワクチン接種の件で、
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今まで以上に業務が多忙になっているかと思い

ます。しっかり県のほうでも把握をしていただ

きたいということ。

それから、今日ちょっとこういう質問しまし

たのが、実は去年の一般質問の中でもずっと私

は取り上げてきたんですけれども、コロナ禍の

情報発信の在り方、このワクチン接種に当たっ

ての混乱ぶりをテレビ、新聞等で見ていますと、

大変心を痛めているというか、改めてそのこと

を考えさせられている状況にあります。

担当職員の方たちが、本当に不眠不休で仕事

をしていらっしゃる一方で、何か行政の批判に

向いていくというかあおるというか、非常にメ

ディアの影響は大きいと思っているんですけれ

ども、県からの情報発信をもっと上手い形で県

民に届けられないのかということを考えていま

して、先ほど日高博之委員が、医師会へしっか

りお願いをしようと、そういう話をされました

けれども、私も全く同じ思いで、メディアの方、

それから県内の企業、団体の方たちにも、もう

ちょっと理解をしていただき、また情報発信を

担っていただく、そういう協力を得ていく、そ

ういう努力が必要なのではないかなと考えてい

ます。

無論、そのためには納得、理解を深めていた

だくために、意見交換会のような場を持つとか、

そういうことも必要なのかなと思うんですけれ

ども、これは何も県からの情報操作という、そ

ういうこととはちょっと次元を異にする、こう

いう緊急事態の中で、人命を守る、または県民

の生活を守る上で必要なことということで、しっ

かりお願いをしていくような、そういうやり方

が必要ではないかなと思っております。

第５波、第６波という非常に悲観的な見方を

しっかり持ちながら、そういったことをちょっ

と考えていただきたいと思うんですけれども、

部長いかがでしょうか。

○重黒木福祉保健部長 ごもっともな御意見だ

と思っております。我々もやはり去年の今ぐら

いの時期は、なかなか情報発信もうまくいって

いなくて、市町村ですとか、経済界の方々から

も厳しい御意見が相次いだ時期もございました。

その上で情報発信のやり方にしっかり取り組

む中で、御指摘のありました、例えば団体の方

々との意見交換会的なものは、毎回やってきて

おりまして、恐らくまた６月議会の前には、そ

ういった経済界の方々あるいは医療団体の方々

を集めて、いろんな御意見を聞く場を設定して

いったりといった予定になっていると思ってい

ます。

市町村とも、常からウェブ会議が多いんです

けれど、今回の緊急事態宣言の前とか節目、節

目で市町村へもしっかりと、そういったウェブ

会議等を通じて情報発信をしていって、意見交

換をしながら対策をつくり上げていっていると

いうところでございます。

あとはそこを県民の方々にどううまく伝えて

いくかというところが非常に重要なところでご

ざいまして、そちらにつきましては、例えば新

聞広告をしっかり何回も打ったり、あるいはＳ

ＮＳ等を使って若い人向けに情報発信をしたり

とか、当然県のホームページでも必要な情報に

ついてはしっかりお伝えしていくと。

いろんな媒体を使いながら、しっかりと県民

の方々にも必要な情報を発信して、コロナに対

する様々な面からの理解を深めていくような取

組をさらに続けていきたいと思っております。

○山下福祉保健課長 申し訳ございません。一

点訂正がございます。先ほど、日高博之委員か

らお話のありました、商工観光労働部のほうの



- 20 -

令和３年５月25日(火)

県内事業者緊急支援事業の関係ですけれども、

宮崎市、都城市、三股町の時短要請の要求が出

ている飲食店は除かれるんですが、飲食関連事

業者等への支援金と県内事業者緊急支援事業の

支援金は、重複の支給が可能だということです

ので、訂正させていただきます。

○日高委員 ということは、10万円と10万円で20

万円ですね。

○山下福祉保健課長 それぞれの支援金の額

が10万円と聞いておりますので、そのようにな

ると思います。

○日髙委員長 それでは、ここで暫時休憩をい

たします。

午前11時56分休憩

午前11時57分再開

○日髙委員長 委員会を再開いたします。

ほかに質疑がないようですので、以上をもち

まして、福祉保健部を終了いたします。執行部

の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後０時57分再開

○日髙委員長 委員会を再開いたします。

まず議案の採決を行いますが、採決の前に賛

否も含めて御意見等がありましたらお願いいた

します。

暫時休憩いたします。

午後０時57分休憩

午後０時58分再開

○日髙委員長 委員会を再開いたします。

それでは、採決を行いますが、採決につきま

しては議案ごとがよろしいでしょうか。それと

も一括がよろしいでしょうか。

〔「一括で」と呼ぶ者あり〕

それでは、一括して採決いたします。

議案第１号、第２号及び報告第１号につきま

しては、原案のとおり可決または承認すること

に御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号、第２号及び報告第１号

につきましては、原案のとおり可決または承認

するものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について御意見を

お願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後０時59分休憩

午後１時３分再開

○日髙委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いまの御意見等を参考にしながら、正副委員長

に御一任をいただくことで、御異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、そのようにさせてい

ただきます。

その他で、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙委員長 それでは、以上をもって本日の

委員会を終了いたします。

午後１時３分閉会
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